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はじめに：背景と課題

台湾は現在，かつてない大量失業にみまわれている。行政院主計処が発表した最新

統計によれば， 年 月の失業率は史上最悪の ％であり，失業者数は 万人

を上回った。失業問題が台湾社会で重要性をもつようになったのは， 年の後半

からである。台湾の失業率は， 年代前半まで，石油危機の時期を除いて平均

％と低く維持されていたが， 年代後半に入って急上昇した。すなわち， 年

％， 年 ％， 年 ％， 年 ％， 年 ％と徐々に悪化し，

年にはついに ％台に乗ってしまった 。

失業者の内訳をみると， つの特徴がある。第一に，中高年層の占める比率がもっ

とも高いこと。第二に，伝統産業の単純労働者がもっとも多く占めていること。第三

に，失業の主な理由は，企業の倒産やリストラ，工場の海外移転（とくに中国大陸へ

の）などであること。このように，経済グローバル化という外的要因によって，台湾

は構造的失業問題に真正面から向かいあわなければならないところにきている。

しかし，失業率が日に日に高まる一方，台湾では失業リスクを保障する雇用セイフ

ティネットが 年まで存在していなかった。経済のグローバル化とともに，台湾

の労働者は世界的な競争激化と雇用セイフティネットの不備という二重不安に怯える

状況に置かれることになった。

このような大量失業という背景のもと， 年に急遽実施された失業保険制度を

分析することによって，台湾の社会保障体系，そして福祉国家像を明らかにすること

が本稿の目的である。年金制度や医療保険に比べると，失業保険のカバーする範囲は

小さい。しかし，完全雇用は福祉国家体制の前提条件である。したがって，失業保険



制度の展開を検討することによって，台湾の福祉国家システムの根底にあるイデオロ

ギーを照らし出すことができると考える。

先進諸国は「福祉国家の危機」以降，一貫して福祉削減策をとってきた。失業保障

政策もその流れに沿って，構造不況と高失業状態からの脱却を目的に，ワークシェア

リングや非正規労働者を活用する雇用の弾力化と，労働基準や労働市場に対する規制

を緩和・撤廃しようとする政策を進めてきた。そして，経済のグローバル化の進展は，

先進諸国の福祉国家体系にいっそう大きな方向転換を迫ることになった。「国民国家

はグローバリゼーションの過程で単純に弱体化したり空洞化したりするのではなく，

国民経済と国民社会をグローバルな市場での競争に適応できるよう能動的に再編しよ

うとする。そこで完全雇用や社会保障の拡充といった旧来の政策目標にかわって，多

国籍企業の誘致をめぐるグローバルな競争において比較優位を実現するために，国家

が自国の有する制度的・技術的イノベーションの潜在力を掘り起こすための選別的介

入を強めていく傾向が見いだされる」［中村 ］といわれるように，グローバ

ル化という大きな流れのなかで，先進諸国の社会・経済政策はその軸足を保障（福

祉）から競争力（経済）へと移してきた。

その一方，アジアの発展途上国はどのような対策をとったのだろうか。先進国と比

較して，途上国ではもともと社会保障制度が完備されておらず，福祉目的の財政支出

も低位にとどまっていた。この意味では「福祉国家の危機」を経験していない。

年代に入り，経済発展の果実として台湾がようやく社会保障制度を築きはじめたとき，

先進国では「福祉国家の危機」が声高に叫ばれていた。そのなかで，台湾では西欧福

祉国家のマイナス面だけが注目され，「福祉」は高い税金，非効率な政府，先進国病，

経済的停滞などと同じ意味に理解されていた。そのため，台湾における社会保障制度

の構築過程では「自助」が重視され，一般税収を財源とした社会扶助や福祉サービス

などの整備が極端に抑えられ，負担と保障の関係がより明確な社会保険に重心が置か

れることになった［曽妙慧 ］。その到達点として， 年に「全民健康保険」

制度が導入され，台湾における「皆保険」が達成された。ところが，これから「国民

年金」の創設に向けて全力投球しようとした矢先に，経済グローバル化の進展によっ

て失業問題が噴出したのである。このことは，「皆年金」が達成された 年を「福

祉元年」と自賛しながら，石油危機に遭遇した日本を連想させる。両者とも，「福祉

国家」に対する路線修正を余儀なくされたからである。したがって， 年代後半

から深化してきた経済のグローバル化が，台湾のこれから発展していく「福祉国家」

のあり方にどのような影響を与えるのか，その点を検討することが本稿の第一の課題

となる。

経済のグローバル化という外的要因のほかに，本稿のもうひとつの視角は，政治的
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民主化という内的要因が台湾の社会保障体系にどのようなインパクトを与えたのか，

その点を問う視点である。いいかえれば，民主化過程を通して，これまで「上から」

整備されてきた社会保障体系にどのような変化が生じたのか。その変化は，これから

の福祉国家像をどのように規定しているのか。こうした視角から失業保険を中心に社

会保障システムを政策的・制度的に整理することが，本稿の第二の課題である。

第二次世界大戦後，台湾は，「開発独裁」といわれるように，経済発展を中心課題

として進んできた。経済を発展させるために，労働運動は抑圧され，財政の福祉支出

は低く抑えられ，福祉システムの構築はないがしろにされてきた。 年代半ば以

降，「開発独裁」が民主政治に移行する過程で，労働運動や国民の要求を無視できな

くなり，社会保障制度の整備が急ピッチで進められた。 年に「全民健康保険」

の導入によって，台湾の社会保障体系が一歩大きく前進した。これで，現代社会にお

ける社会的セイフティネットの二大柱である医療と年金のうち片方が整えられた。そ

して，年金制度の整備が中心課題になっていた。しかし， 年に「 ・ 大地震」

が起きてから，財政難を理由に年金制度の整備は実質的にストップしている。こうし

たなか，急速に悪化しつつある失業問題の解決策として， 年 月 日に失業保

険が実施されたのである。

年の総統選挙によって，民進党（正式名称は民主進歩党）の陳水扁氏が「開

発独裁」の象徴である国民党を政権の座から追いやった。戦後はじめて民主的手続き

によって政権交代が行なわれたわけで，この政権交代は 年代半ばから始まる民

主化運動の到達点とみることができる。とくに， 年の結党以来，民進党が社会

政策の面で「福祉国家」という理念を高く掲げてきた事実に注目する必要がある。失

業という国民の生存に直接関わる問題に政府がどのような対応をしているかを検討す

ることは，同時に民進党の福祉国家戦略を浮かび上がらせることにもなるだろう。

Ⅰ 台湾の社会保障と失業保険の位置づけ

⑴ 社会保障体系の枠組み

台湾の社会保障体系の現状と枠組みについては，政府の公式定義と財政支出からみ

ることができる。まず，公式の定義 によれば，台湾の社会保障は社会保険，社会救

助（社会扶助），社会服務（社会福祉サービス），国民就業（雇用政策），衛生保健，

国民住宅（住宅政策），社区発展（コミュニティ政策），社会教育の 項目に分けられ

ている。この公式定義によれば，台湾の社会保障はその範囲が広く，他の国と大差な

いようにみえるが，その特徴はつかみにくい。
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一方，財政支出の統計をみると，社会保障にあたる「社会福利」支出のなかには，

社会保険，社会救助（社会扶助），社会服務（社会福祉サービス），国民就業（雇用政

策），医療保健の 項目しか含まれていない。公式定義より狭い定義がとられている

ことがわかる。しかも， 年から 年にかけての社会保障支出予算の内訳をみ

ると（表 参照），この 項目のなかで，社会保険支出が全社会保障支出のおよそ半

分を占めていることがわかる。つまり，財政的にみれば，社会保険が社会保障制度の

中核を担っているのである。将来の「国民年金」も社会保険方式が採用される可能性

が非常に高いことを勘案すれば ，台湾の社会保障体系に占める社会保険の比重は今

後さらに大きくなっていくであろう。

財政支出の実績だけでなく制度化の時期からみても，社会保険がもっとも古くから

ある制度である。社会保険制度は，国民党政府が台湾に移転して間もなく， 年

に発足したのに対して，社会扶助制度や社会福祉サービスの整備は 年代になっ

てからのことであった 。以上のことから，社会保険制度こそが台湾の社会保障体系

の原点といえる。

台湾の社会保険制度は， 年の「全民健康保険」の成立によって大きく変わっ

た。現在は医療保障を行なう「全民健康保険」制度と所得保障制度の，大きく つの

部門からなっている［曽妙慧 ］。

全民健康保険」は全国民を対象とした医療保険制度である。 年に開始された

「全民健康保険」は，既存の「労工保険」や「公務人員保険」などの総合保険制度の

うち医療給付の部分を分離し，「公務人員家族医療保険」など他の健康保険制度と統

合して一元化したものである。さらに，これまで医療保険にカバーされていなかった

高齢者，子供，専業主婦なども「全民健康保険」に加入させた。一方，所得保障制度

は，一般企業の被用者や日雇い労働者などを対象にした「労工保険」，公務員，教員

および学校職員を対象にした「公教人員保険」，そして「農民健康保険」がある。こ

れら つの制度は，いずれも総合保険の形をとっており，それぞれ違う政府機関によ

表1 台湾における社会保障支出の内訳

(単位：％)

社会保障支出

社会保険

社会扶助

社会福祉サービス

雇用政策

医療保健

出所：行政院主計処 // /より作成。
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って管轄され，独立した財政運営のもとに異なる給付を行なってきた。

労工保険」は， 年に導入された台湾でもっとも旧い社会保険制度である。そ

の対象は，導入初期には公営工場，公営鉱山や規模の大きい民間企業（ 人以上）

などの雇用労働者に限定されていたが，段階的に拡大されてきた。現在は， 人以上

の事業所の被用者に対して「労工保険」に加入する義務を課している。「労工保険」

の給付内容は，労働災害と一般事故に分類されている。労働災害には傷病手当，障害

給付と死亡給付の 項目があり，一般事故には傷病，障害，老齢，死亡，失業などの

項目がある。

公教人員保険」は， 年に旧「公務人員保険」と「私立学校教職員保険」を統

合したものである。「公務人員保険」制度の成立は 年であるのに対して，「私立

学校教職員保険」制度の発足はかなり遅れ， 年であった。「公教人員保険」の給

付内容には，老齢給付，死亡給付，障害給付と家族の葬祭給付など 項目がある。

「農民健康保険」はその名前からもわかるように， 年に成立した当初から医療給

付が主な目的であり， 年に「全民健康保険」が成立してからは，死亡手当，出

産手当と障害給付のみを引き続き支給している 。

この つの制度のもとでの高齢，遺族，障害に対する所得保障は，すべて「一時給

付」の方式をとっており，まだ年金化されていない。また，保障の対象は労働人口に

限られている。所得保障は，医療保障に比べてまだ低い水準にとどまっているといえ

る。一方，台湾の高齢者人口比率は， 年に ％を超えた。絶対数はともかくと

して，高齢化のスピードは日本に続いて世界で 位と推測されており，高齢者の所得

保障問題の重要性は日に日に増している。台湾における「国民年金」制度の導入の大

きな理由がここにある。

⑵ 19 9 9 年「労工保険」失業給付の概要

上に述べたように，台湾の失業保険は，「労工保険」制度のなかにある給付項目の

ひとつとなっている。失業保険は制度的に「労工保険」に属しているため，被保険者

は原則的に「労工保険」と同様， 人以上の事業所の被用者を対象とするが，日雇い

労働者と外国人労働者は除外されている。

失業給付の実施にあたって，保険料はこれまでどおり ％の「労工保険」料率で

計算されており，保険料の徴収もこれまでどおり「労工保険」の保険料としてまとめ

て支払う。そのなかの ％分が，失業給付の財源にあてられる。そのため，除外され

た日雇い労働者と外国人労働者の適用料率は ％となり，実質的に保険料を ％引

き下げることになった。しかし，このように失業給付の財源として ％の保険料を確

保していることは，「総合保険」の形をとっている「労工保険」では異例であり，制
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度的矛盾でもある。なぜなら，「労工保険」はこれまで一般事故の傷病，障害，老齢，

死亡などの給付に際して，それぞれ独立した財政計算をしていないからである。この

ことから，失業給付を特別視している面がうかがえる。また， ％分をこれまでの

％の料率に組み込んで，実質的に「労工保険」の料率を引き下げたことは政治的

妥協の結果であり，失業給付を順調に実施するための措置であった。しかし，「労工

保険」制度は，すでに財政的に逼迫してきており，将来の老齢給付のための積み立て

が大幅に不足している。そのような時に保険料を実質的に引き下げることは，制度の

財政的健全性にダメージを与えるものである。

失業給付は，失業以前に 年以上加入していることを受給要件としている。さらに，

公共職業安定所に出頭し，求職の申し込みをしたうえ，失業の認定を受けなければな

らない。そして，もっとも重要な受給要件は「非自発的失業」に限定していることで

ある。つまり，自己都合で離職する労働者は給付対象とはならない。「非自発的失業」

という条件も，企業の倒産，工場の移転など，「企業側の理由で職を失った場合」に

厳しく限定されている。表 からもわかるように，このような厳しい給付条件の結果，

年に失業給付の「非自発的失業者」として認定された人数はわずか 万 人

あまりにすぎず，台湾の公式統計による失業者数 万人をはるかに下回っている。

失業保険が雇用のセイフティネットとしての役割をじゅうぶんに果たしていないこと

は明らかである。そして，再就職の斡旋や職業訓練など，早期再就職を促進する機能

がほとんど働いていないこともわかる。

失業給付の給付水準は，離職前 カ月の平均賃金の ％である。給付期間の上限

は保険加入期間の年数に応じて 段階に分けられる。加入年数が 年から 年未満の

者が最高 カ月， 年から 年の者が最高 カ月， 年以上の者が最高 カ月と

なっている 。

このように「労工保険」の失業給付を概略的にみれば，グローバル化した市場で競

争に敗退し倒産した企業や，グローバル化の潮流に乗って海外へ工場を移転した企業

表2 労工保険」失業給付の実施状況

(単位：人，万元)

失業認定者数

再就職者数

職業訓練者を受けた人数

失業給付総額

注：再就職者数は「労工保険」の失業認定者が公共職業安定所を通して再

就職した人数である。

出所：労工保険局［ ］より作成。
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などに代わって，解雇された労働者を救済するためのものである。失業給付は企業に

代わって，退職金を支払う役割を果たしているのである。この意味で， 年の

「全民健康保険」とはまったく異なる次元で実施された社会保障制度であるといえよ

う。

Ⅱ 民進党の社会政策

年の政権交代後，台湾の社会保障体系はどのように変化しているのか，そし

てどのような福祉国家像を指向しているのかは， つの側面から検証することができ

る。ひとつは民進党の社会政策であり，もうひとつは国民党政権下で構築されてきた

社会保険を中心とする社会保障体系の問題点である。民進党は，国民党に対抗する政

治勢力の集合体として 年に創立された。野党である民進党の社会政策はこの意

味で，国民党が構築してきた制度の不備に対抗して提出された社会問題の処方箋であ

る。したがって，民進党の社会政策を的確に把握するためには， 年代後半まで

の社会保障体系をもういちど振り返って，その問題点を明らかにしておく必要がある。

⑴ 社会保障における制度格差

台湾は 年の「全民健康保険」の実施によって「皆保険」を達成し，社会保障

システムが一歩大きく前進した。これによって現代の福祉国家体制を特徴づける社会

的セイフティネットの二大柱である医療と年金の片方が整えられた。つぎの課題とし

て，年金制度の整備が注目を集めることになったことはいうまでもない。高齢化の進

展という大きな背景以外に，年金制度が一躍注目の的になった理由として，台湾の社

会保険体系における制度格差がある。

台湾の所得保障制度は，第二次大戦後から，公務員，農民，民間セクター被用者と

いうように，職業別の総合社会保険制度の形をとってきた。 つの制度は，それぞれ

起源 ，保険料率，給付項目，給付水準などを異にしている。何回かの改正を経て，

各保険間の保険料率，給付項目，給付水準などの格差は縮小されてきた。しかし，実

際の保険給付額には，まだ大きな格差が存在している。それは「投保薪資」に起因し

ている。投保薪資とは保険料と保険給付の計算基準のことであり，保険料は「保険料

率×投保薪資」によって，保険給付は「給付月数×投保薪資」によって算出される。

雇用主が自ら負担する保険料の支出を低く抑えるために，被用者の投保薪資を実所得

より低く申告する場合がほとんどである。「農民健康保険」も同様である。農民の所

得が捕捉しにくいため，投保薪資は毎年管掌機関によって算出される。投保薪資は保
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険給付の計算基準であるため，保険給付もおのずと低くなってしまう。とくに老齢給

付の額は「労工保険」や「公教人員保険」よりもかなり低い。

公的セイフティネットの役割のほとんどを社会保険制度に依存している台湾では，

このような職業別の制度に由来する格差が，民主化の進展とともに大きな社会的不平

等の問題として意識されるようになった。 年の「全民健康保険」はこの意味で，

各健康保険制度を一元化することによって，全国民に均一な医療保障を提供すること

を目標とした。「全民健康保険」の導入が成功したあと，高齢者の生活を保障する年

金制度も一元化しようとするのは当然の成り行きであろう。

しかし，「全民健康保険」は，実施当初から財政危機にみまわれている。その赤字

問題は制度の存続を脅かすほど深刻なものであり，「皆保険」に続いて「皆年金」を

実現するとは言いだしにくい状況になっている。「全民健康保険」の改革論議におい

ては，もっぱらどのように保険財政の赤字を解消するかという技術面に討議が集中し

ている。たとえば，診療報酬制度を総額予算制にすることや，効率性を図るために民

営化することなどがそれである。しかし，「全民健康保険」制度を廃止しようという

議論はまれである。つまり，保険財政の赤字にともなって，将来負担増という危惧が

あるにしても，社会保障体制の整備には国民が合意していたといえる。

労工保険」にせよ「公教人員保険」にせよ，既存の社会保険制度の老齢給付は年

金ではなく，一時給付である。しかし，高齢化が進むにつれて，一時給付方式では生

活保障として不十分であることが明白になってきた。先進諸国の事例を参考にすれば

「年金制度」がその回答になるが，赤字問題に悩む「全民健康保険」と同様，財政問

題がその実施における最大の制約となる。

一方，高齢者の生活保障という点から年金問題をみれば，制度格差は医療問題より

さらに複雑な面をもっている。

まずは，公務員に「公教人員保険」の老齢給付とは別に，公務員の給与体系に含ま

れる退職金がある。この退職金は年金か一時給付かを選ぶことができるうえ，一時給

付を選んだ場合，そのまま指定された銀行に預ければ年率 ％の優遇金利を享受で

きる。これに対して，民間セクターの被用者に退職金が支給されることはまれである。

これは「開発独裁」体制の負の遺産といえる。台湾は戦後，経済発展重視によって労

働者が抑圧されてきた。国民党政権は「戒厳令」などの法律によって， 年代の

末まで労働基本権を実質的に剥奪してきた。団結権は形式的に保障されていたものの，

「官製労働組合」といわれるように，労働組合は団体交渉権と争議権を行使できなか

った。国が基本的な労働条件を規定した「労働基本法」の成立は 年であり，そ

れまでは企業側が一方的に労働条件を規定してきた。 年の「労働基本法」には

じめて退職金の規定が盛り込まれた。しかし，実質的には罰則もなく，政府の監督機
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能も働かなかったため，退職金を受けられる被用者は限られている。つまり，台湾で

は，公務員は老後生活が手厚く保障されているのに対して，多くの労働者は退職金の

支給を受けられず，生活不安に怯えるという構図になっているのである。

もうひとつは農民問題である。歴史的に「労工保険」と「公教人員保険」に比べて，

「農民健康保険」（ 年）の導入はかなり遅れた。すでに述べたように， 年代

の社会保険制度の流れ からみれば，「農民健康保険」の導入は，農民に総合的社会

保険を提供するというより，医療保険を農民にも拡充するという意味合いが強かっ

た 。「全民健康保険」の成立後，「農民健康保険」では老齢給付が行なわれていない

ため，「労工保険」と「公教人員保険」に比べて農民への保障が急に見劣りするよう

になった。このような背景のもと， 年 月から，「農民健康保険」とは別に「高

齢農民福祉手当」が創設された。「高齢農民福祉手当」の財源は，「農民健康保険」と

は関係なく，政府の一般予算から支出される。その給付対象は， 歳以上の「農民

健康保険」の被保険者であり，かつ保険加入歴が満 カ月以上と規定されている。被

保険者が死亡するまで，月 元を支給する。

このように「農民健康保険」（社会保険）と「高齢農民福祉手当」（社会手当）とい

う原理の異なる つの制度を同じ土俵で運営することは，台湾の社会保険体系が社会

的セイフティネットの機能の大半を担っていることを物語っている。そして「高齢農

民福祉手当」もまた，新たな社会的不平等の問題を生み出した。つまり，「高齢農民

福祉手当」は無拠出かつ資産調査なしの制度であるため，農民だけではなく，ほかの

国民にも同様の手当を給付すべきだという議論を生み出したのである。

繰り返しになるが， 年の「全民健康保険」の成立は台湾の社会保険を中心と

した社会保障体系に つの大きなインパクトを与えた。第一に，制度格差の問題は，

台湾の社会保険体系の再編を促している。第二に，社会保障システムは，「職域保険」

を中心とした形態から「職域」と「地域」が統合された「普遍主義」に移行しつつあ

ることである。つぎに，この つのインパクトに対して，民進党がどのような政策を

提示しているかを検討しよう。

⑵ 平等化した開放的福祉社会」

民進党は， 年に創立された当時，「党外」（国民党以外という意味）勢力，つ

まり反国民党勢力の集まりであった。当時，台湾社会はまだ国民党政権の「戒厳令」

体制下にあり，国民は集会や結社の権利を持っていなかったため，政党の創設は違法

であった。民進党の主張には，台湾の独立，民主化など政治的議題のほかに，社会政

策として「平等化した開放的福祉社会」の実現が含まれていた 。

それでは，「平等化した開放的福祉社会」とは一体どのようなものだろうか。民進
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党によれば，台湾の社会は転換期にきており，変化にともなうさまざまな問題が生じ

ているが，政府の政策がこのような状況を打開できないため，新しい時代に適応する

社会制度の構築もままならない。そのため社会全体は変化に順応する能力がなく，倫

理が欠如し，不安が充満し，さらに社会的連帯感をも失いかけている。そこで，台湾

を「平等化した開放的福祉社会」にすべきである。具体的には， つのことが提唱さ

れた。第一，公平かつ安定的な社会を構築すること。第二，福祉国家の実現を最高目

標にすること。第三，全国民を対象に普遍的な社会保障体制を構築すること。第四，

労働者保護の基準を引き上げること。第五，公営企業において産業民主制を確立する

こと。第六，人口政策を実施すること。

社会保障に関していえば，確認できることが 点ある。第一は，台湾を福祉国家に

することを明確に主張した点である。第二は，福祉国家の内実として，全国民を対象

とする普遍的な社会保障体制の構築をめざしている点である。そして，普遍的な社会

保障体制の内容をさらに整理すれば，以下の 点になる。（ ）社会保険は，これまで

職域によって分けられてきた制度を「全民保険」という体制に転換すべきである。

（ ）老齢保険は年金方式をとるべきである。（ ）失業保険を早期に実施すべきである。

（ ）貧困者は公的扶助を受ける権利がある。（ ）原住民，少数民族や障害者など，社

会的マイノリティには特別な保障をすべきである。

以上みてきたように，民進党のいわゆる「平等化した開放的福祉社会」論は，まさ

に第二次大戦後の先進国におけるベヴァリジ型福祉国家そのものをめざしているとい

える。

Ⅲ 失業給付」の導入と2002 年の「就業保険法」

台湾の失業保険制度は 年に導入された。しかし，法的には 年「労工保

険」の第 回改正において正式に給付項目に含められていたから，法的整備から実施

までに 年間のラグがあったことになる。このタイムラグは，失業保険の実施に向

けて準備した期間ではなく，ただ放置されただけの期間であった。そこには，放置で

きるだけの条件があった。つまり，長期にわたって経済成長の途を邁進してきたため，

失業率が低い水準にとどまっていたからである。

失業保険が実施されるまでの歴史展開を簡単に振り返ってみよう。失業給付を制度

化する動きは，「労工保険」を地域的保険制度から国の制度に昇格させる「労工保険

条例」の制定に遡ることができる。 年 月 日に成立した「労工保険条例」に

は失業給付は含まれていないが，付属決議案に失業保険の早期導入という要求項目が
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あった。しかし，それが行政側に無視され， 年の「労工保険条例」の第 回改

正で「失業給付」という項目が法的に包括されただけであった。そして，失業保険の

料率は ～ ％とされ，その実施の地域，時期などの詳細は，行政院の行政命令によ

って別途定めるという条項が付記されたのである。

その後， 年の「労工保険条例」第 回改正の際には失業給付に関する言及が

まったくなかったが， 年の第 回改正の際，失業給付の料率を ～ ％にするとい

う規定（「労工保険条例」第 条）が削除された。このことは，失業保険の実施に向

けての努力が後退したことを意味している。政府には失業保険を実施する意思がまっ

たくなかったと判断してもよい。

失業保険の実施に向けてふたたび大きな動きがみられたのは， 年に労働政策

を管掌する「労工委員会」 が発足してからである。「労工委員会」は 回にわたって

失業保険実施草案を提出したが，行政院は失業保険の実施は「全民健康保険」導入の

後にすると返答して，草案は審理されなかった。「全民健康保険」の実施後，ふたた

び失業保険の実施草案を提出した労工委員会は，こんどは経済建設委員会から，失業

保険の導入は「国民年金」が実施されてからと反対された。このように，失業保険は

当時の国民党政府にとって，健康保険や年金に比べて政策的順位が低かった［張烽益

］。

年代後半に入り，高失業率に悩まされるようになってからも，行政側の動き

は緩慢であった。 年 月に， 年代前半から労働運動に携わってきた立法委員

の簡錫 （民進党）が，自ら「失業保険草案」を提出することによって行政院に圧力

をかけた。それを契機に，失業保険の実施が重要な行政課題となった。そして

年 月 日に「労工保険失業給付実施弁法」が公布され， 年 月 日にようや

くその実施をみた。

労工保険」の失業給付が 年に発足してから，台湾の失業問題はさらに悪化し

た。こうしたなか， 年 月 日に民進党の陳水扁が総統に就任した。すでにみ

てきたように，民進党の政策には失業保険実施は重要な課題として明記されているた

め，政権交代とともに台湾の失業保険制度も大きく変わろうとしている。

年 月 日から「労工保険」の失業給付の基準や要件が大幅に改正された。

具体的には以下の 点である。（ ）失業給付の対象が拡大された。それまで給付対象

は常用雇用者に限られていたが，この改正によって 年以上の契約労働者にも適用さ

れるようになった。（ ）失業給付を申請する前提は加入年数が 年以上から 年に短

縮された。（ ）失業してから 日目以降に失業給付を支給するというそれまでの規

定を， 日目以降に短縮した。今回の基準緩和によって， 年の失業給付の受給者

数は大幅に増加している（前掲，表 参照）。この改正では，基準の緩和のほかにも
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うひとつ重要な変化があった。それは保険原理の放棄である。つまり，保険加入年数

によって給付期間が算出される従来の規定が削除され，加入年数に関係なく給付期間

の上限が一律 カ月となった。

さらに， 年 月 日に失業給付の給付条件がふたたび緩和された。職業訓練

を受けても就職ができない，あるいは再就職して 日以内にやめた被保険者は，引

き続き失業給付を最高 カ月間受ける権利があることになった。つまり，失業給付の

見直しによって，職業訓練の重視と早期再就職の促進に政策的重心が移動しはじめた

のである。

社会保険の歴史を世界的にみれば，失業保険は健康・年金・労災・失業という社会

保険体系のなかで最後に導入される制度である。社会保険制度は， 年にドイツ

で導入された疾病保険を嚆矢とする。疾病保険に続いて，労災保険（ 年）と年

金保険（ 年）もドイツで成立したが，失業保険は 年にイギリスではじめて

導入された。ほかの社会保険制度に比べて，その成立時期の遅れは，「失業」という

リスクを保険制度で予防あるいは解決することに，なお問題が残っていたことをうか

がわせる。つまり，失業保険はあくまでも失業者の所得保障制度であり，失業保険自

体では失業問題を解決できない。失業保険とは別に明確な雇用政策，労働政策さらに

経済政策が必要だからである。それゆえ，各国における失業対策の歴史的展開過程で

は，最初に失業給付に限定した失業保険制度を成立させ，それから段階的に雇用政策

を失業保険制度と結合させる流れがみられる。台湾の失業保険も，この経路をたどっ

ていると考えられる。

台湾では「労工保険」の失業給付が実施される前から，失業保険が「怠け者の保

険」になるという危惧と批判が存在していた。 年初めから大幅に緩和された給

付基準によって失業給付が大幅増となり，また失業率も上昇しつづけたので，「怠け

者の保険」の議論が再燃した。

怠け者の保険」という批判をかわすかのように，給付基準を大幅に緩和してから

半年も経っていない 月 日に，「労工委員会」は一転して給付条件を厳しくする方

針を表明した。具体的には，失業給付額を時間とともに減額する仕組みを導入し，生

涯に受給する失業給付総額に上限を設ける方向を示した。同時に，再就職の意欲を減

退させないで早期再就職を奨励するために，「就業手当」を新設するという方向も示

した。この方向転換は，台湾の失業保険を根本的に変容させる前兆であった。

台湾の失業保険は，立法から実施まで約 年間のタイムラグがあった。 年にも

及ぶ時間は，制度の実施のためのさまざまな検討や準備に費やされたのではなく，た

だ放置されただけのことであった。それに比べて， 年に「失業給付」制度が実

施されてからは，わずか 年間に何回もの改正が行なわれた。このことは，民進党政
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権にとって失業保険が重要な政策課題であることを示している。 月 日の政策転

換は，「労工保険」の失業給付を根底から見直さなければならないほど，従来の失業

保険制度が限界にきていることを物語っている。その解決方法として提出されたのは，

失業給付，職業訓練，就業サービスの つを統合した「就業保険」制度の創設である。

就業保険」成立の動きを簡単に振り返っておこう。 年 月 日に「就業保

険法」草案が提出され，一週間後の 月 日に草案が行政院を通過した。そして，

カ月後の 年 月 日には，異例の速さで「就業保険法」が成立したのである

（実施予定は 年 月 日）。

最後に，「労工保険」の失業給付と比べた場合の「就業保険」の特徴は以下のとお

りである。

まず，失業給付を制度的に「労工保険」から分離することである。この制度変革は，

台湾の社会保険体系の再編の一環としてとらえることができる。すでにみたように，

民進党政権にとっては「全民保険」の実施（国民全体を社会保険制度によってカバー

する）が重要な政治課題である。しかし，国民党が構築してきた社会保険制度は職業

によって区分される「総合保険」という形であるため，「全民保険」を実施するには

制度の構造問題，つまり職域間格差の問題を解決しなければならない。「就業保険」

の成立と現在計画されている「国民年金」をあわせてみると，台湾の社会保険体系は，

医療，年金，失業などのリスクごとに社会保険制度が分立する「分類保険」になるで

あろう。つまり，リスクごとに対応する「分類保険」という体系にすれば，社会的不

平等の問題はおのずと解決できるという考え方に立っているのである。

つぎに，たんに失業したときの所得保障だけではなく，職業訓練と就業サービスの

提供によって，失業保険に早期再就職促進という機能をもたせる。つまり，消極的所

得保障から労働の競争力強化へと，政策目的の重心を移動させるということである。

台湾では，もともと公的職業訓練や公共職業安定所が存在している。失業給付の受給

にあたっては，離職後，公共職業安定所に出頭し，求職の申し込みをしたうえで，失

業の認定を受けなければならない。そして，必要に応じて，公的職業訓練機構で職業

訓練を受けることができる。ところが，表 に示されているように，「労工保険」の

もとでは，失業と認定された者のうち，公的職業安定所を利用して再就職先を見つけ

た者や，職業訓練を受けた者の数は非常に少なかった。これは管掌機関が異なってい

るなど，制度に整合性がないことに起因しており，「労工保険」の失業給付制度の欠

陥のひとつとみなされてきた。この意味で「就業保険」は，これまでばらばらになっ

ていた機能を統合し，失業対策の効率性を高めるという政策目的をもっている。
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以上，福祉国家の観点から台湾の失業保険を検討してきた。その展開をみれば，

年代から進められてきた社会保険の拡大路線が続くとともに，大きな転換期を

迎えているともいえる。つまり，従来の職域別「総合保険」から，リスクごとに対応

する全民「分類保険」に移行しようとしている。この転換は， 年の「皆保険」

に始まることである。

失業保険は，実施された当初には，給付が非常に限定されており，雇用のセイフテ

ィネットの役割を果たしているとは言いがたかった。民進党が政権の座にのぼってか

らは，失業給付が拡大されたが，半年も経たないうちに，たんなる所得保障から職業

訓練と就業サービスの機能を統合した「就業保険」へと転換した。失業保険が発足し

てから，わずか 年目の転換である。これは後発福祉国家である台湾の宿命である。

つまり，台湾における福祉国家の構築プロセスは，先進国が経験した 年代の

「福祉国家の黄金時代」という段階をスキップし，そのまま経済グローバル化という

状況に置かれたため，早くも失業保障から競争力強化に政策の重心を移さなければな

らないのである。もちろん，「就業保険」の政策効果は， 年に実施されてから検

証しなければならない。とくに，職業訓練制度がどれほど機能するかが，その政策目

的を達成できるかどうかを左右するだろう。

一方，民主化は，台湾の福祉国家の展開にどのように作用したか。 年代後半

以降，台湾の社会保障体系で大きな変容を遂げたのは失業保険だけであったことから，

台湾政治の民主化とともに，これまで抑圧されてきた労働福祉がようやく重要視され

るようになったことがうかがわれる。労働三権 が承認されてから，労働者の権利に

対する意識も徐々に高まってきている。民主主義社会で自らの権利を主張できるよう

になったことは，台湾社会が今後も福祉国家をめざして邁進する大きな力になるだろ

う。しかし，「怠け者の保険」という論点に代表されるような福祉国家に対する危惧

が，失業保険の展開過程に制約要因として働いたことからもわかるように，台湾はヨ

ーロッパ諸国のような「高福祉・高負担」の福祉国家にはならないだろう。

台湾がどのような福祉国家になるかという問いに明確な答えが出るまでには，いま

しばらくの時間を要すると思われる。民進党政権は現在， 年の総統選挙での再

選に向けて全力を上げている。 年の総統選挙は，国民による民進党の福祉国家

理念とその理念にもとづいて実施された政策に対する評価の場である。その意味でも，

今後数年間の台湾における制度改革の動向は注目に値するのである。
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【注】

) 本稿に掲載した統計は，行政院主計処がインターネット上で公開している資料からの引用である。

そのウェブサイトは， // /である。

) 公式の定義は『我国社会福利定義与範囲研究』［行政院研究発展考核委員会 ］による。この研

究報告は 年に行政院長の指示によって着手されたが，社会保障に関する政府主導の政策的研究

は， 年にまで遡ることができる。この研究報告の冒頭に， 年代に入って，政府が積極的に

社会保障の整備を進めているため，社会保障について明確に定義する必要性が増してきた，と記し

ていることから，逆に当時，台湾の社会保障に関する制度や定義などは法制化されていなかったこ

とがわかる。そのため，この報告は社会保障に関する国民党政権の，そして台湾における最初の公

式見解と見なすことができる。

) 国民年金」案［行政院経済建設委員会 ］には，社会保険方式をとることが明記されている。

) 社会救助が法制化されたのは 年である。社会救助には，生活扶助（日本の生活保護制度にあ

たる），医療補助，急難救助，災害救助の 制度が含まれている。社会福祉サービスについては，

年に「児童福利法」，そして 年に「老人福利法」と「残障福利法」が成立した。 年に成

立した「社会救助法」「老人福利法」「残障福利法」は，当時「社会福祉三法」と称されていた。社

会福祉三法を制定するきっかけは， 年に米国との外交関係が途絶したことである。外交的に挫

折した国民党政権は，政権の合法性を維持するには，内政改革を行なうしかないと判断した。社会

福祉三法はその一環であった［孫健忠 ］。 年に成立した「児童福利法」の背景にも，

同じような経緯があった。台湾は， 年から 年にかけて国連の の援助を受けていた。

年に台湾は国連から脱退したが，その後 カ月のうちに「児童福利法」を成立させたのは，国

連からの援助の合法性の基礎を作るためであった。 年代から 年代初期にかけて，児童福祉は

国際的な課題であったため，国民党政権は「児童福利法」の成立を通じて現代的国家像を作りあげ

ようとしたのだと考えられる［ - - ］。

) 農民健康保険」の施行は，「台湾省農民健康保険暫行試弁要点」という台湾省政府の命令に従っ

て， 年 月 日から試行されはじめた。第 期は 年まで 年間試行され， 年からの

第 期の試行ではその規模が拡大された。そして，ようやく 年になって全面的に施行された。

正式な制度として発足したのは， 年に「農民健康保険条例」が成立してからであった。「農民健

康保険」における各保険給付の内訳をみると， 年から 年まで，医療給付（入院給付と通院給

付）の件数が全体の ％を占めており，金額でも全体の ％を占めた［労工保険局 ］。

) 労工保険」の失業給付が正式に実施されたのは 年 月 日であるため，それより以前に失

業した者は失業給付を受けられない。そのための救済措置として，「労工保険」の失業給付の実施と

ともに，暫定的な「就業補助」という制度が導入された。つまり，「就業補助」は失業保険が発足す

る前にすでに失業して， 年になってもまだ就職していない労働者に失業給付金を支給する制度

である。その財源は「就業安定基金」から支出され，「労工保険」の財政とは独立している。「就業

補助」は， 年から 年までの 年間，非自発的に失業した者を対象にしていた。財源である

「就業安定基金」は，主に外国人労働者の雇用主が納める「就業安定費」からなる。「就業補助金」

の支給額は，失業する前 カ月の平均賃金の ％で計算される。失業期間によって給付月数が異な

る。失業期間が カ月未満の者に カ月分， カ月から カ月の者に カ月分，失業期間が カ月以

上の者に カ月分となっていた。過渡的制度であるため，「就業補助」は 年 月 日にその

役目を終えた［黄茂夫・張朝金 ］。

) 台湾における社会保険システムが公務員，労働者，農民などに区分され独立した制度になってい

る政治的理由として，国民党政府がそれぞれの社会階級をコントロールする手段として社会保険制

度を導入したという指摘がある［傅立葉 ］。

第 章 台湾における失業保険の成立と展開



) 台湾における社会保険の歴史的展開は大きく「試行期」（ ～ 年），「確立期」（ ～

年），「拡張期」（ ～ 年），「転換期」（ ～現在）に分けることができる。 年から

年にかけての「拡張期」の特徴を簡単にいえば，医療保険制度を従来の被用者から家事補助者など

に拡大することにあった［曽妙慧 ］。

) 注 ）を参照。

) 民進党の基本的主張は「基本綱領」に明記されている。その内容は，（ ）独立した台湾共和国，

（ ）民主的・自由的社会，（ ）成長と均衡のとれた経済と財政，（ ）平等化した開放的福祉社会，

（ ）教育文化，（ ）国防外交などの六大項目に分類されている。そして，基本的主張のほかに，具

体的な行動方針を規定する「行動綱領」も， 年に開かれた全国党代表大会で採択された。詳細

については，民進党の公式サイト（ // ）を参照。

) 労工委員会」は行政院に属している。「労工委員会」が成立する以前は，台湾には中央政府レベ

ルにおいて労働政策だけを管掌する政府機関はなかった。労働関連の政策を担当していたのは，内

政部の社会司であった。 年に「労働基準法」が成立したことや， 年代半ばから労働運動と労

使争議事件が急増したことなどから，中央政府レベルにおける労働政策の重要性が増したため，「労

工委員会」が設置されたのである。

) 台湾の労働三権は，国民党政権が中国大陸にあった時代に作った「労資争議処理法」（ 年），

「工会法」（労働組合法， 年），「団体協約法」（ 年）にもとづいている。しかし，国民党政

権が台湾に移ってから，「戒厳令」を中心とした数多く法律が，実質的に労働三権を厳しく制限して

きた。労働三権が完全に承認されたのは， 年に「戒厳令」が解除され， 年に「労資争議処理

法」の改正によってストライキが合法化されてからである。
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